
富山県
F i l e  N o. 01

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 2,168 764 133

不登校（人） 1,110 1,531 614

2021年度
(2020年実施)

2022年度
(2021年実施)

2023年度
(2022年実施)

2024年度
(2023年実施)

2025年度
(2024年実施)

受験者数 777 717 701 681 630
採用予定者数 330 330 330 300 340

▼�令和５年度　問題行動調査でのいじめの
　認知件数と不登校児童・生徒数

▼︎�受験者数等推移

求める教員像

子どもに共感し，寄り添うことができる人
自律心を備え，率先してものごとに取り組む人
広い視野を持ち，多様性を尊重する人
コミュニケーションを大切にし，他者と協働できる人
謙虚な姿勢を忘れず，自らを磨き，学び続ける人

出願期間
公開日　令和７年４月21日（月）
電子申請　令和７年４月21日（月）～６月２日（月）23:59

試験日程
１次試験　試験日　令和７年７月12日（土）・13日（日）　　合格発表日　令和７年８月１日（金）
２次試験　試験日　令和７年８月23日（土）・24日（日）　　合格発表日　令和７年９月30日（火）

年齢制限 昭和41年４月２日以降に生まれた者

募集教科

［小］　［中高］国語，社会（倫理・政経，日本史・世界史，地理），数学，理科（物理，化学，生物，地学），保
健体育，音楽，美術，英語，家庭，農業，農業実習，工業（機械系，電気系，土木系，建築系，化学工業系，
薬業系），工業実習，商業，看護，技術，情報，福祉　［特］A　B　※［特］Bは［特］の免許状がなくても受
験可能　［養］　［栄］

特記事項

■特別選考　以下の①～⑧対象者のうち，①，②，④，⑤，⑥対象者は，１次の教職・一般と実技に代えて，小
論文と個人面接を実施。③，⑧対象者は１次を免除。⑦対象者は，１次の教職・一般と実技に代えて，小論文を
実施（１次免除条件を満たす者は１次を免除）。①社会人経験A　同一の民間企業等で正規職員として規定の
勤務経験がある者。②社会人経験B　［中高］家庭，農業，工業，看護，技術，情報，福祉志願者のうち免許状
を有しない者で，規定の要件を満たす者。③教職経験　次のア～ウのいずれかに該当する者。ア：県外国公立
で３年以上の勤務経験がある現職教諭等。イ：本県教採に合格し，教諭等として３年以上の勤務経験があり，
令和７年３月31日までに離職し，退職日から10年を経過していない者。ウ：３年以上の勤務経験がある本県
以外の教職経験者で，規定の期間に本県公立の臨時的任用講師等として勤務した者。④特定資格　志願する
種目・教科（科目）に応じ，規定の資格を有する者。⑤国際貢献　青年海外協力隊として継続して２年以上の
派遣実績を有する者。⑥スポーツ実績　［中高］保健体育志願者で，規定の要件を満たす者。⑦障害者　⑧大
学推薦　［小・中高（本県教委が指定する教科）・特］志願者，又は［中高］家庭，農業，工業，技術，情報志願者で，
規定の要件を満たす者。■免除　次の㋐又は㋑対象者は，同一種目，教科（科目）を受験する場合に限り，１次
を免除。㋐令和７年度に「補欠」と決定された者。㋑令和７年度又は６年度の一般選考又は特別選考「障害者」
の２次を受験し，規定の期間に県内国公立の臨時的任用の講師又は非常勤講師等教職員として勤務した者。

新規情報

■３年生受験　全校種対象。■初任給　大卒264,000円，修士修了283,000円（教職調整額，義務教育等教
員特別手当含む）。■初任者研修　新規採用時から３年次までを若手教員研修という一つの研修体系にまとめる
ことで，時宜に応じた研修を受けることができ，様々な教育課題にも適切かつ柔軟に対応できる力量を形成する
プログラムを整備。持ちコマ数軽減や校内指導教員による支援等で負担軽減とサポート充実を図っている。
■臨時的任用教員の研修　あり。■へき地／離島／寒冷地勤務　義務ではない。■懲戒処分の指針　HPで公開。

面　積 4,248 ㎢
人　口 985,649人
県の花 チューリップ
県の木 タテヤマスギ
県の鳥 ライチョウ
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2026年度（2025年実施） 筆記試験DATA

　〈教職教養〉の教育原理（学習方法等）のうち，学習

方法では，ウィネトカプランの理解を問う問題が出

題された。

　教育時事では，「公立学校の教師の勤務時間の上

限に関するガイドライン」（2019年）の「1．趣旨」か

ら「学校における働き方改革」に関する問題が出題さ

れた。また，「初等中等教育段階における生成AIの利

活用に関するガイドライン」（2024年）からAI利用

の基本原則を問う問題もみられた。

　教育法規では例年，教育基本法と地方公務員法（服

務規定）が必出である。今年度は，教育基本法から第

9条（教員）が，地方公務員法から第32条（法令等及

び上司の職務上の命令に従う義務）が，それぞれ出

題された。このほか，学校教育法第19条や学校保健

安全法第19条，児童虐待防止法第6条第1項も出題

されている。条文のキーワードに加えて，条文に対

応する法令名を理解しておくことが必要だ。

　教育心理では例年，幅広い領域から出題されてお

り，今年度は学習理論から試行錯誤説を提唱したソ

ーンダイクを問う問題と，コンフリクトに関する問

題が出題された。重要な人物名や理論の名称とその

特徴を押さえておきたい。

　教育史では，西洋教育史からデューイが提唱した

問題解決学習の理解を問う問題が出題された。人物

名，思想上の特色，著書，名言といった項目から構

成される一覧表を作成したい。

　〈一般教養〉のうち，人文科学では国語（漢字の読

み・書き，現代文読解等）と英語（英文法，会話文）か

ら出題されており，今年度も同じような傾向となっ

た。社会科学では例年，幅広い領域からまんべんな

く出題されている。今年度は，世界史では古代・中世

と第一次世界大戦，日本史では平安・江戸時代，地

理では日本の産業・資源（農業）や世界の地域（アジ

ア）等，時事では文化と教育事情に関する問題等が，

それぞれ出題された。自然科学では例年，数学（数の

計算，式の計算，方程式と不等式，確率等）と理科全

般からまんべんなく出題されており，今年度も同様

の傾向であった。

▶教育法規は教育基本法と地方公務員法（服務）
▶幅広い領域から出題される教育心理と教育史
▶�人文科学は国語（漢字の読み・書き，現代文読解等）と英語（英文法，会話
文）

教職教養
全14問

教育史

1教育原理

1

教育心理

2 教育法規

8
教育時事

2

一般教養
全46問

国語

9

英語

9
数学

9

社会
（地歴公）

8

理科
（物化生地）

9

時事

2

自治体別試験DATA＆分析
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